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教育機会均等の実現に向けて
陳　伊
　1960 年代からの世界的な教育改革の中で、教育機会均等は全世界的な課題である。教
育機会の格差拡大という問題について、近年では新自由主義との関連で論じられる
1
が、デ
ヴィッド・ハーヴェイは 1978 年以降鄧小平のもとで行われた改革政策を新自由主義の流
れの一つとして描いている。ハーヴェイは世界の中で、中国において最も不平等が拡大し
ており、都市と農村の格差が世界最大であると述べている

。
　こうした都市と農村の格差を背景に、1990 年代「民工潮」

と称される、農民たちが都
市へ流れ込むという現象が起きた。この都市へと流入した農民たちが「農民工」と呼ばれ、
彼らの子どもが「農民工子女」と呼ばれる。農民工は都市において、下層の予備労働者層
を形成し、さらに、都市と農村の格差による矛盾から都市に流入した農村出身者に顕著に
あらわれ、そして都市に教育格差の問題が集中する現象を生み出している。
　本稿では中国における教育格差の問題を考察するにあたって、「農民工子女」の教育の
現状を中心に分析する。農民工子女の教育問題には、都市と農村の格差と教育機会の均等
という国家の理念が交差している。それゆえ、新自由主義的な教育政策を横軸に、1950
年以来の戸籍制度の歴史を縦軸に置きながら整理・分析する。さらに、農民工子女の教育
の実態について、教育を受ける権利がどこまで保障されているかという観点から浙江省紹
興市における現地調査も交えながら分析していく。
１．中国の教育政策の変遷――教育機会とは普遍的権利か、特権的権利か
　中国では 1949 年の建国以来、民衆全体に教育を平等に与えるか、それとも選ばれた少
数の人々に有効な教育を受けさせるかが教育発展の過程で大きな課題とされ、政府の公式
発表においても「量的普及と質的向上」
4
は重要な課題とされてきた。そこで、まず、建国初期、
195 年以降、「文化大革命」期、1980 年代、1990 年代の五つの時期に分け、中国の教
育政策がどのように変わってきたのかを見ていきたい。
a. 建国初期（949 年―95 年）――大衆教育の普及
　建国初期に実行された教育は庶民的意識が強く、平等を重視していた。1950 年代から
多くの文盲の国民のために教育が提唱され、各種の夜間学校、技術学校、政治学校、幹部
研修学校が作られた。1950 年から 1954 年までには、全国で 87 箇所の中学校が作られ、
1佐貫浩『新自由主義と教育改革―なぜ教育基本法「改正」なのか』旬報社、00 年。斎藤貴男『教育改革と新自由主義』
子どもの未来社、004 年。
David Harvey, A Brief History of Neoliberalism, Oxford/New York, Oxford University Press, 2005.
民工は出稼ぎ農民。潮は猛然たる勢いを指す言葉。つまり出稼ぎブーム、出稼ぎラッシュという意味。
4中央教育科学研究所『中華人民共和国教育大事記（1949 － 198）』北京教育科学出版社、198 年。
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6.47 万人が入学している
5
。また、1951 年 10 月には「学制改革についての決定」が公布
され、勤労大衆
6
の子どもへの教育権を侵害していた小学校を初級と高級に分ける二段法を
廃止した。
ｂ．95 年から 960 年代初期――大衆教育からエリート教育へ
　1950 年代、中国の教育はソ連をモデルにし、早急に工業国家を実現するため、教育の
質を高めることが重視された。小中学校では重点学校
7
制度が導入され、基礎教育より高等
教育（大学教育）を優先する教育投資を行い、社会階層によって教育優先順位が決められ
るなど、教育は普遍的な大衆教育から選ばれた人々に対するエリート教育に変わった。
　重点学校の圧倒的多数は都市にあり、そのため都市の生徒が農村の生徒より高等教育
を受けるチャンスを与えられていた。196 年 9 月の統計によると、重点学校は都市部に
94％と集中し、農村には 6％しかなかった
8
。
　こうした政策によって 1950 年代から 1960 年代の工業化と国家建設に人材の提供を確
保できた一方、基礎教育においては農村での教育は犠牲にされ、都市と農村、地域と地域
の間において教育の格差が拡大された。この時期には、教育を受ける権利と教育機会均等
の権利が多くの人から奪われたのである。
ｃ．「文化大革命」期（966 年―976 年）――教育機会均等の初歩的実現
　この時期には毛沢東の命令により教育革命が行われた。この革命は政治的な目的で教育
を利用したとされているが、その中で都市と農村における教育の格差が問題提起され、労
働者の子どもの教育機会を増やそうという動きがあった面は評価されるべきである。
　この時期には都市を中心としていた教育が農村に移り、農村教育の普及が始まった。そ
して、高等教育が停滞したと同時に小学校、中学校の数は凄まじいスピードで増えた。統
計から見ると、1976 年の全国の小学生は 1965 年より 9.1％増え、1976 年の中学生は
1965 年の 6.5 倍、学校数は 10 倍と急増した。教育は大多数のために展開され、教育機
会均等の初歩的実現ができた
9
。
ｄ．980 年代――教育格差の時代
　1978 年になると、「重点小中学校の設立に関する試行法案」が発布され、全国の小中
学校に重点学校が設置された。また 1985 年には「中共中央の教育体制の改革に関する決
定」が発布され、教育の改革が施行された。これにより、基礎教育の権限は地方に移り農
村義務教育の責任は県か村が負うことになったが、財政援助が減り農村と都市の義務教育
における機会の格差が拡大した。そして、1986 年には教育の主要任務は教育の普及と拡
大であると意義付けた「中華人民共和国義務教育法」が制定、実施された。ここに至り、
5楊東平、『中国教育公平的理想和現実』（中国教育における平等の理想と現実）北京大学出版社、006 年、p.0。
6反共産党、反人民共和国勢力、国民党の残留軍人、スパイなどを除いた国民。
7大学への進学実績の向上を目指し、過去に進学実績がある、進学校である。
8中国教育年鑑編集部、『中国教育年鑑（1949―1981）』中国大百科全書出版社、1984 年、p.168。
9同上、p.1001、p.101。
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ようやく 9 年間の義務教育が法的に保障され、教育機会の拡大と教育機会の均等の実現
が打ち出された。しかしながら、実際の教育現場での中心は重点学校であり、高等教育で
あった。
　1980 年代の教育は「文化大革命」期の教育から一転し、1950 年代のエリート教育の
目標に戻った時期であった。能力主義を基準に試験競争が起こり、少数者向けのエリート
教育を実施したために、教育権利機会の不平等が急速に進行することになった。
e．990 年代――教育の産業化
　1990 年代から、市場経済化に伴う教育市場の発展により、単一の国公立学校の制度が
崩壊し、入学機会の唯一基準である成績制度は崩壊した。教育においては、学校の規模が
拡大し、学校数が大幅に増えた。それと同時に、1990 年代になって国家の主導により求
められるようになった経済的利益の追求という目標と従来の教育制度の間にミスマッチが
生じた。教育政策について、政府経費の不足の解消という問題のみが論じられるようにな
り、「教育産業化」
10
がスローガンとして打ち出され、教育格差が一層拡大していく。
　
　1950 年代と比べて、入学率だけを考えれば現在の中国の教育を受ける権利は大いに改
善された。ただし、教育水準の平等という面からみると、格差が拡大しつつあるといえる。
教育の産業化、市場経済の指針のもとで各自の教育投資は自己負担となり、教育に対し投
資が可能な富裕層と、それができない人々との教育格差は広がっているためである。そし
て、その教育費用の高騰に一番大きな影響を受けているのが、貧しい農民工の家庭の子ど
もたち、農民工子女なのである。
　
２．戸籍制度から考察する農民工子女の教育問題
　
　ここまで新中国建国以来の教育理念の変化を概観してきたが、教育格差を生み出してい
るのは鄧小平以来の改革政策だけではない。それ以前からの中国の歴史的あるいは制度的
な背景も条件となっている。それが中国の戸籍管理制度である。
　中国では 1950 年以来、経済計画の便宜上、社会は農村と都市に二分され、国民も厳格
な「戸籍条例」（1958 年 1 月）によって、都市戸籍と農村戸籍に分けて管理されてきた。
　「戸籍条例」が公布されると、都市部の住民は生活必需品の配給や、公的医療、物価手
当などにおいて優遇されたが、農村戸籍の人々はそうした措置から除外され、都市への移
住、都市での就職や就学が厳しく制限されることになった。一般に、大学入学、解放軍へ
の入隊、就職などの基準を満たせば可能になるが、どれも実現は困難であった。
　従って「戸籍条例」は、人が生まれた瞬間に決定される戸籍によって、その後の選択の
幅が狭められる制度であり、いわば運命をつかさどる権力装置である。「戸籍は一種の身
分の確認であり、同時に食糧・副食品の定価・定量配給システム、就職システム、住宅、
医療などの社会福祉制度、教育制度と一体化され、人為的に中国社会における資源享受権
10市場メカニズムで教育を「経営」することを指す。中国では教育が利益を生む産業という見方は 1999 年頃台頭した。
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の不平等や機会の不平等を作り出している」と張英莉は指摘している
11
。
　だが、1980 年代以降に本格化し始めた改革・開放政策のもと、市場経済体制の導入と
外資の流入を主因とする高度経済成長期の進行により、都市社会には農村戸籍を持つ出稼
ぎ労働者による大規模な人口流入現象が発生した。
　1980 年代初頭に農村から流出した農民の数は 00 万人未満であったが、1990 年 7 月
には 4,058 万人に達し、総数の 77.5％にあたる ,145 万人は都市に流入した
1
。そして、
00 年の第五回人口普及調査資料によると、農村から都市部へ出稼ぎに出る流動人口が
1 億 ,107 万人に達すると言われており、年々農村から都市部へ出稼ぎの農民が増加し続
けている
1
。
　都市社会において、農民工は欠かせない労働力であるにもかかわらず、農村戸籍を持つ
農民工は無知・迷信的で、思考が保守的で見通しがなく、行動も「盲目的」で教養を欠き、
不衛生な存在とみなされている。そのうち、無知、粗野、偏狭、そして見職がないと言う
ような概念は、都市社会の人々の頭の中で固定化されており、「彼はまるで農村戸籍者だ」
という表現は、軽蔑を意味する。これは農民工に対する日常的な差別と言っていいだろう。
そして、農民工に対する差別は、教育の差別を生み出してしまう。
３．農民工子女の教育状況
14
――民工子弟学校を中心に
a. 農民工子女における就学問題の経緯
　中国では 1986 年に制定された「義務教育法」には第 4 条「国家、社会、学校及び家
庭は法に基づき、学齢児童・生徒が義務教育を享受することを保障しなければならない」、
第 15 条「地方各級人民政府は、学齢児童・生徒が入学して義務教育を受けられよう条件
を整えなければならない」といった条文があったが、農民工子女の教育についての記述は
なかった。「義務教育法」の条文によれば、子どもは戸籍所在地で就学することになって
いるため、都市に流入した農民工子女は義務教育を受ける権利が保障されなくなった。そ
して、流入地の教育部門はこの問題に対しての政策や措置を講じていないのが現状である。
　そこで、199 年に制定された「義務教育法実施細則」（以下は「実施細則」）において、
はじめて農民工子女に直接関連した条項が以下のように定められた。
　第 14 条、学齢児童・生徒が戸籍所在地以外で義務教育を受ける場合は、戸籍地の県レ
ベルの教育主管部門あるいは郷レベルの人民政府の許可を得て、居住地人民政府の関係規
定に照らして「借読」を申請することができる。「借読」する学齢児童・少年の義務教育
年限は戸籍所在地の規定に準ずる。
15
　「借読」とは戸籍上の所在地以外の居住地によって、正規の資格と認められないまま入
11張英莉「新中国の戸籍管理制度（上）――戸籍管理制度の成立過程」、埼玉学園大学紀要（経営学部篇）第 4 号、004 年。
1張林玉『転換期の中国国家と農民（1978-1998）』農林統計協会、001 年 11 月、p.16。
1中国国家統計局編『第 5 回人口普及調査資料』00 年。
14農民工子女は一般的に、親が都市に移住し残された農村で教育を受ける「留守児童」と親と共に都市に移り住み都
市で教育を受ける「流動児童」の二つに分けられるが、本稿では調査方法上の理由から後者に絞っている。
15木山徹哉「義務教育の新たな課題――農民工子女の就学保障問題を中心に」、『「改革・開放」下中国教育の動態―江
蘇省の場合を中心に』東信堂、005 年、p.71。
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学を許可されることである。この「借読」制度により、「借読費」が生じた。「借読費」と
は現地の戸籍がない生徒が公立学校に支払う入学申請費である。現地に戸籍のない他省・
市戸籍の生徒は「借読費」を支払うことで現地の公立学校で教育を受けることを認められ
たのである。
　この「借読費」の金額は、199 年「規則」実施当時、小学校の１学期（中国の学校は
一年度  学期制）に 10 元、1998 年には 400 元に上り、なかにはより高額の「借読費」
を取る学校も存在していた
16
。近年でも「借読費」は高騰し続けており、少なくとも 1000
元以上が必要といわれている。よって、両親が低賃金の職業に従事している一般的な農民
工子女には、教育を受ける権利が保障されていないという事情は容易に推察できよう。
　00 年、国務院により「農民工の就職の管理とサービスに関する通知」が出され、農
民工子女の教育保障問題に対する流入地政府の責任が改めて明示され、民工子弟学校につ
いては実際の状況に応じてその規範化と支援を行うための関連規定の作成が必要とされ
た。具体的には以下のように述べている。
　農民工子女の義務教育を受ける権利を保障しなければならない。流入地政府は多様な方
法を採用しなければならず、当該地の全日制公立小中学校に入学させる場合は、入学条件
などは当該地の児童生徒と同様の扱いをし、国家の規定に違反して高額の学費を徴収する
ようなことをしてはならないし、経済的に困難な児童生徒に対しては学費などを減免する
措置を取らなければならない。また、民間人によって創設・運営される「民工子弟学校」
に対する支援を強化し、「民工子弟学校」を当該地の教育発展計画および体系に組み入れ、
統一管理しなければならない。
17
　これによって、農民工子女の教育状況について法的な保障ができたとなされている。農
民工子女が流入地において教育を受ける機会については、主に三つの方法が考えられる。
第一は流入地の公立学校に「借読」する。第二は私立学校または民営学校に入学する。第
三は農民工によって設立される「民工子弟学校」に入学する。次節では実際に農民工子女
の教育を受ける機会がどのようになっているのかを「民工子弟学校」を対象に考察する。
ｂ．「民工子弟学校」の事例―聞き取り調査
　紹興市の戸籍に登録されている人口は 44 万人、それに対し農民工の人口は 85 万人
である。紹興市は紹興、新昌、諸幾、上虞、嵊州の五つの地域に分けられ、その中でも紹
興は紹興市のなかで最も経済の発展している地域であり、流入農民工の人数も最も多い。
紹興に戸籍がある住民が 70.5 万人であるのに対して、農民工の人口は  万人を数える。
そして、紹興の農民工子女の人数は 004 年には 17,90 人であったが、006 年におい
ては 6,010 人に達し、その中の 7,465 名が「民工子弟学校」に入学している。
　筆者が実施した現地調査は、006 年 10 月  日～ 18 日に紹興市教育局の協力の下、
市内民工子弟学校、藍天実験中学校（Ｌ中）、藍天実験学校（Ｌ校）、華舎幼苗学校（Ｈ校）、
軽紡城実験学校（Ｑ校）を対象に行った。
16山口真美「民工子弟学校―上海市における「民工」子女教育問題」、『中国研究月報』61 号、中国研究所、000 年、p..
17木山徹哉、前掲書、p74。
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　「民工子弟学校」は学校を運営する方法を基準にして、以下の四種類に分けられる。
a 完全に公立 : すべて普通の公立学校と同じように設置、募集対象は農民工子女とする。
b 国有民営：教育委員会が主導し、公立学校現有の校舎、施設を利用して設置した民営学校。
c 民弁公助 : 個人、社会団体、企業が設立した学校を公立学校の分校に合併、公立学校が
　　　　　管理権を握るが、民営学校の仕組みを用いて運営する。個人により学校を設
　　　　　立する場合、紹興の公立学校で教師の経験を持った人に限られている。
d 完全に民営 : 個人（紹興の戸籍を持たない）、企業、社会団体が設立した民営学校。
　a、b、c は地方教育委員会の協力を得て設立したもので、学校としての形態を比較的整
えられた学校であり、中には規模の大きな学校もある。d の学校は学校としての形態が整
備されておらず、教育委員会の許可を得て設立している比較的に簡易な学校である。
　筆者が訪問した 4 校のうち、Ｌ中とＬ
校は b タイプ、Ｑ校は c タイプ、Ｈ校は
d タイプ。a タイプの学校は調査できな
かったため、本稿では d タイプを軸とし
てｂタイプと比較しながら分析する。
　Ｈ校は教育委員会の主導ではなく、校
長（趙校長）の個人的な努力によって創
設され、運営されている学校である。趙
校長のような紹興の戸籍を持たない者が
設立した「民工子弟学校」は完全な民営
学校である。
　趙校長は安徽省の出身、医科関係の短大を卒業後に医師として勤め、10 年前に出稼ぎ
で紹興に来たという経歴を持っている。都市での商売は順調に進んだが、彼と同じ紹興に
来ている農民工の子供たちが小学校に通えないことが気にかかるようになった。そして、
農民工の保護者が子どもの面倒を見切れないという現状から「民工子弟学校」を創設する
ことを決心し、00 年 6 月に趙校長は貯金を全部使って学校を設立し、00 年 9 月か
ら正式に開校した。
　校舎は紹興華舎紡績会社の廃棄
工場の跡地を学校に改造している。
学校に対する公的援助は一切なく、
基本的に生徒から徴収する学費で
運営しているため、設備は公立学
校と比べて非常に古い。教育局の
支持を得て設立されたＬ校と H 校
を比べるとその差は歴然としてい
る。Ｌ中の場合は紹興県華舎成人
学校の校舎を使っているため、施
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設は公立学校とほぼ同じで、外か
ら見ると公立の中学校のようであ
る。そして、教室には基本的な設
備が完備されており、パソコン教
室も設置されている。
　また、Ｈ校では教室内の設備は
公立学校から譲り受けた中古の机
や椅子を使用している。Ｌ校の教
室内の風景と比較するとその差が
分かると思う。教室内には冷暖房などもちろんなく、扇風機すらない。そして、教室はも
ともと工場として使われていたので、天井が高く、窓も少ない。また、一部屋に４つの蛍
光灯しか設置されていない状況で生徒たちは学んでいる。
　学校には 00 年 9 月発足当時、全生徒が 40 名しかおらず、１年生から４年生までの
各1クラスだけだった。しかし006年10月には、全校生徒数は41名まで増え、６学年、
全７クラスになった。「各クラスに生徒が 60 人くらいいるため、授業中後ろに座ってい
る生徒がよく聞こえないこともある」とＨ校の教師は語った。公立学校では一年生の平均
年齢は 6～ 7歳であるが、Ｈ校では平均 7～ 8歳であり（５８人）、中には 9歳の子もいる。
つまり、　学生の年齢が平均的就学年齢を上回っているのである。そして、生徒の出身は
14 省にのぼり、教室では各地の方言が混淆するため、一年生から「普通話」を教え、学
校内では「普通話」を使っている。
　Ｈ校では 400 人以上の生徒に対して、教員が 1 人しかいない。しかも、全員が非常
勤である。そのため、教師一人当たりの負担する授業数が多い。しかし、そうした状況に
対して給料は公立学校より低いため、毎年教員の入れ替わりがあるという。Ｈ校の徐教師
18
は「毎日４時間の授業をしなければならないので、生徒に対してほかの指導をすることが
できない」と話してくれた。中
国の小学校制度においては、国
語、数学、英語は主要科目であり、
一般的に教師は一つの科目を担
任し、兼任することはまずない。
しかし、「民工子弟学校」では主
要科目の兼任は珍しくないとい
う。
　このように、H 校と L 校では、
設備の差に加えて、その教育内
容にまで差が生まれてしまって
いる。
18　徐教師は四川省の出身で、地元では中学校の国語の教師であった。今年からＨ校の非常勤教員になり、３年生の国
語と５年生の数学を担当。
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9
　最後の写真は市内にあった一つの公立学校、重点学校である。写っている校舎は全体の
1/ 程でしかなく、全体像を写真に収めることが出来ないほど大きな校舎である。近代的
なデザインがなされた重点学校は、工場を改修した H 校とはまるで別世界である。
c．聞き取り調査のまとめ
　筆者は「民工子弟学校」を訪れ、生徒及び保護者と直接会い、主に学校教育と家庭事情
を中心に調査した。先行研究
19
で紹介された事例と比べると、紹興での農民工子女の教育状
況は改善されてきている。しかし、教育機会の保障においては、依然として多くの問題点
が残っている。
　まず、「借読費」の額が農民工家庭の負担可能な額を上回る限り、「民工子弟学校」は就
学機会を保障するためになくてはならない存在である。しかしながら、「民工子弟学校」
の施設は公立学校より劣り、教師の人数も少ない。また「民工子弟学校」に通っている生
徒は全国各地から集まってきており、各地の間に教育の進度の格差があるため、各生徒の
状況に応じた教育の実施がきちんとできない。そして、教師は授業以外生徒と接する時間
がほとんどなく、生徒の精神的な悩みの相談などは不可能である。授業時間以外の勉強は
完全に家庭に任せられている。農民工子女は、このような環境の中で勉強することになる
ため、学習する過程での格差が都市の生徒との間に生じやすい。
　最後に、家庭事情から考えると、多くの保護者は工場で働き、生計に追われ、子どもの
面倒を見切れない。そして、自身の学歴が低いため、子どもの学習指導ができるはずもな
い。生徒たちが適切な家庭教育を確保できない状況は想像に難くないだろう。
　「民工子弟学校」は特定の対象、農民工子女を対象に開設されたものである。従ってこ
こで学ぶ農民工子女は、都市の生徒と区別されて教育を受けていることになる。これも上
記のような学習環境とあわせて考えれば、実質上１つの不平等と言える。
19　山口真美、前掲書。劉翠蓮、李太彬、李軍『太陽将同様燦爛――上海市西区部分民工子弟学校的調査研究』（上海
市西部民工子弟学校に関する調査研究）華東師範大学、1997 年など。
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結論
　これまでの分析を踏まえた上で、農民工子女の教育問題研究に関して、以下の  点を
指摘し結論としたい。
　第一に、「農民工」、「民工子弟学校」という呼称を改善すべきである。「農民工」という
呼称は都市住民と区別するために使われており、このような呼び方には都市から彼らを排
除しようという意思や、軽蔑的な意味が含まれている。また、「民工子弟学校」は農民工
子女のみを対象に募集しているため、都市学校教育において公立学校と区別されている。
そして「民工子弟学校」と公立学校の間には、明らかに施設、校舎、教師において格差が
あるため、農民工子女は公平に扱われていない。農民工子女は都市戸籍の生徒から距離が
あり、独特な集団に属さざるを得なくなるため、彼らに心理的、精神的な問題を生じさせ
ることも起こってくるだろう。だが、農民工子女への義務教育が公立学校において実施さ
れていない以上、状況が改善されるまで民営形式の「民工子弟学校」は必要である。これ
から、それら「民工子弟学校」は法律の下で区別されることのない正規の学校にしていか
なければならない。
　第二に、農民工子女の就学問題は、都市において入学する際に生じた義務教育の機会不
均等が多く論じられているが、実際には他にも様々な形で教育の公平性と教育機会の不均
等が行われている。この点がもっと問われなくてはならない。例えば、公立学校において
は、「農民工子女は都市の子どもと習慣が違い、本籍地と現地の教育レベルの差を理由に、
孤立することがある」と聞き取り調査で教育局の関係者が語った。このままでは、子ども
が公立学校に入学できたとしても、差別され公平に扱われない。また、農民工の流動に際
して農村に残される子女の教育問題も残っている。彼らは親と離れ、祖父母や親戚、知り
合いと共に、または子どもだけで生活しながら、戸籍所在地の学校に就学している。彼ら
の家庭環境、及び生活環境が彼らの学習に及ぼす影響も指摘されている。
　そのため、今後は農民工子女に対する公立学校の受け入れに注目していく必要があり、
他方では農村に残された子どもの教育保障問題を考察することも求められている。
　転換期における中国教育の現状は決して望ましい状態ではない。00 年のインター
ネット調査上での、「00 年中国で一番儲かる業種 TOP10」の結果が新聞で発表された
が、１位の不動産業に続いて、なんと小中学校の教育業は２位であった
0
。義務教育は本来
福祉的な役割を担っており、平等を目指すべきであり、売り上げ重視のもとに産業化され
るは極めておかしい。そして、義務教育を受けさせる義務は保護者だけに問われるのでは
なく、国家にも義務を果たす責任がある。
　本稿で論じてきた農民工子女の義務教育問題はまさにその一端である。基本的な教育
機会すら保障されていない現状を解消するため、義務教育を完全に無償化し（教育部は
015 年までの目標としてあげている）、すべての人が保障されるという理想的な社会に
近づくまでには、まだまだ長い期間と一層の努力が必要である。本稿はこうした中国にお
ける教育問題を再認識し、検討に向けての第一歩を踏み出すことである。

0　青年時迅、004 年 4 月 1 日。
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